
次官通知（稲、麦類及び大豆の種子について）の改正前、改正後

１ 種子・種苗行政の改革について

２ 種子法の果たしてきた役割と廃止に至るまでの経緯

３ 種子法廃止後の都道府県の役割

４ 稲、麦類及び大豆の種子の品質の確保

５ 民間事業者への種苗の生産に関する知見の提供

１ 種子・種苗行政の改革について

２ 種子法の果たしてきた役割と廃止、種苗法の改正に至るまでの経緯

３ 稲麦大豆の種子の生産・供給体制等の構築の重要性（組替・新設）

５ 稲、麦類及び大豆の種子の品質の確保

４ 民間事業者への種苗の生産に関する知見の提供

農業競争力強化プログラムの策定から農業競争力強化支援法の制定までの流れを記載。
加えて、同法との関係において都道府県中心の制度を一律に義務付ける種子法は、官民の
総力を挙げる体制の構築と矛盾することから廃止された旨を記載。

種子法が戦後の種子生産に果たしてきた役割、その後の食生活等の状況変化を記載。さ
らに、種子法下では、民間事業者が開発した品種が採用されにくい等の理由から、国際競
争力の強化に向けて官民の総力を挙げた種子の開発・供給体制の構築ができないという判
断に至った旨を記載。

種子法廃止後、都道府県の稲麦大豆の種子に関する業務のすべてを直ちに取りやめるこ
とを求めているわけではない。農業競争力強化支援法第８条第４号に基づき、民間事業者
による稲麦大豆の種子生産への参入が進むまでの間、種子生産に係る知見を維持し、民間
事業者に対して提供する役割を担うという前提を踏まえつつ、都道府県の実態を踏まえて
必要な措置を講じていくことが必要である旨などを記載。

種子法廃止後、種子の品質の確保は、種苗法第61条第１項に基づく指定種苗の生産等
に関する基準（告示）の遵守状況の確認によって実施する旨を記載。

左記に加え、貴重な知的財産である品種等が海外や外国企業等に流出しないよう留意す
る必要がある旨と、都道府県が知見を民間事業者に提供する場合においては、我が国農業
の競争力強化に貢献しようとする民間事業者に対して提供することが適切である旨を追記。

同左。

改正前 改正後

左記に加え、種子法は廃止したものの、都道府県の稲麦大豆の種子に関する業務を取り
やめることを求めているものではない旨を追記。また、種苗法の改正を追記。

① 種苗法改正により、都道府県等において、新品種を核とした産地づくりや地域ブラン
ドづくりが行いやすくなることと併せ、国の支援事業等を活用した新たな品種開発の促進
が期待される旨を記載。

② これに伴い、都道府県は、稲麦大豆の種子について、それぞれの地域の実情に応じて
その果たすべき役割を主体的に判断し、品種開発や種子の生産・供給体制の整備等に取り
組んでいくことが求められる旨を記載。

③ 都道府県は、稲麦大豆の種子の原種ほ等の設置を通じて種子の生産に係る知見を維持
し、こうした知見を民間事業者に提供するという役割も担いつつ、それぞれの都道府県の
実態を踏まえた必要な措置を講じていくことが必要である旨を記載。

④ 品種開発力の向上を追記。

農業競争力強化支援法第８条第４号に基づき、種苗の生産に関する知見を民間事業者に
提供するに当たっては、我が国農業の国際競争力の強化に資するよう、適切な契約を締結
することが必要不可欠である旨を記載。

同左。

６ 稲、麦類及び大豆の種子に関する業務に必要な経費（新設）

種苗法及び農業競争力強化支援法に基づき都道府県が行う稲麦大豆の種子に関する業務
に要する経費について、従前と同様に地方交付税措置が講じられている旨を記載。

【種苗法の改正】
都道府県等が登録品種の産地を形成しようとする場合には、育成者権者の意図しない

地域での栽培の制限を可能とすること等を改正。


